 （介護予防）短期入所生活介護（ユニット型以外（従来型）） 
（平成１１年　厚生省令第３７号）（平成１８年　厚生省令第３５号）
	 申請者要件
	 法人（介護保険法第７０条、第１１５条の２）

	 人員基準 (第１２１条) (第１２２条)
(第１２９条)
(第１３０条)
 　（※１）
	 　区分
	  　　職種・資格
	 　　　　　　員数

	
	 従業者
(第121条)
(第129条)
	・医師
	・１名以上

	
	
	・生活相談員
	・利用者の数（※２）が１００人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）


社会福祉法第１９条第１項各号

のいずれかに該当する者又は同

等以上の能力を有する者。
	・生活相談員のうち常勤１名以上（定員２０名未満の併設事業所を除く）

	
	
	・介護職員又は看護職員
	・利用者の数（※２）が３人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）
看護職員を配置しなかった場合であっても、利用者の状態像に応じて必要がある場合は、病院、診療所又は指定訪問看護ステーション（併設事業所の場合は本体施設を含む。）との密接な連携により看護職員を確保する


	・介護職員又は看護職員のうち常勤１名以上（定員２０名未満の併設事業所を除く）

	
	
	・栄養士
	・１名以上
定員４０名以下の事業所であって、他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図ることにより効果的な運営を期待でき、利用者の処遇に支障がない場合は、配置しなくても可

	
	
	・機能訓練指導員
	・１名以上
・理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の資格を有する者（はり師及びきゅう師については、理学療法士等の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）ただし、入所者の日常生活やレクリエーション、行事等を通じて行う場合は、当該施設の生活相談員又は介護職員が兼務可
・当該事業所の他の職務に従事することができる

	
	
	・調理員その他の従業者
	・実情に応じた適当数

	
	 （介護予防）短期入所生活介護の指定を受けて、同一の事業所で一体的に運営されている
 場合、（介護予防）短期入所生活介護の人員に関する基準を満たすことをもって、第１２
 １条（１２９条）の基準を満たしているものとみなすことができる

	
	 管理者
(第122条)
(第130条)
	
	・常勤専従１名
管理上支障がない場合、当該事業所の他の職務又は、他事業所・施設等の職務に従事可

	 設備基準
(第１２４条)
(第１３２条)
  （※３）
	 ・基本的事項
	・利用定員２０人以上（併設事業所の場合を除く）
・耐火建築物
利用者の日常生活の場を１階以外に設けていない場合、及び安全性に係る一定の要件を満たしている場合には準耐火建築物でも可

	
	 ・居室
	 ・定員４人以下
 ・１人当たり床面積１０．６５㎡以上
 ・日照、採光、換気等利用者の保健衛生、防災等に十分考慮

	
	 ・食堂及び機能訓練室
	 ・１人当たり合計面積３㎡以上
 ・食事の提供及び機能訓練の実施に支障がない広さを確保でき
 　る場合は、同一の場所でも可

	
	 ・浴室
	 ・要介護（要支援）者が入浴するのに適したもの
 

	
	 ・便所
	 ・要介護（要支援）者が使用するのに適したもの

	
	 ・洗面設備
	 ・要介護（要支援）者が使用するのに適したもの


	 設備基準
(第１２４条)
(第１３２条)
  （※３）
	・その他
	・医務室、静養室、面談室、介護職員室、看護職員室、調理室、洗濯室（又は洗濯場）、汚物処理室、介護材料室を設けること
・廊下幅１．８ｍ以上（中廊下幅２．７ｍ以上）
・常夜灯（廊下、便所その他必要な場所に設置）
・階段（緩傾斜）
・消火設備その他の非常用設備
・居室等が２階以上にある場合は、傾斜路（１以上）もしくはエレベーターを設けること

	
	 ・必要な設備及び備品等

	
	 （介護予防）短期入所介護の指定を受けて、同一の事業所で一体的に運営されている場合、（介護予防）短期入所生活介護の設備に関する基準を満たすことをもって、第１２４条（１３２条）の基準を満たしているものとみなすことができる


※１－①　空床利用型事業所、併設事業所の取扱い
	 空床利用型事業所
	・従業者の員数は、利用者を当該特別養護老人ホームの入所者とみなした場合の特別養護老人ホームにおける従業者の基準を満たす数以上とする。

	 併設事業所
	・医師、栄養士及び機能訓練指導員は、併設本体施設に配置されている場合であって、当該施設の事業に支障を来さない場合は、兼務可。
・生活相談員、介護職員、看護職員の員数は、併設本体施設と指定短期入所生活介護事業所として確保すべき員数を、当該併設本体施設の入所者と併設事業所の利用者の合算数により必要とされる員数とする。


※１－②　指定地域密着型介護老人福祉施設に併設する場合

　　　　　処遇等が適切に行われる場合に限り、医師、生活相談員、栄養士、機能訓練指導員を置かないことができる。

※２　利用者の数････前年度（４月１日～３月３１日）の平均値
　　①　新設・増床分の場合（前年度実績が１年未満の場合）

　　　・　新設・増床の時点から６月未満　　　　　････ベッド数の90％

　　　・　新設・増床の時点から６月以上１年未満　････直近の６月の平均値

　　　・　新設・増床の時点から１年以上経過　　　････直近１年の平均値

　　②　減床の場合

　　　・　減床後の実績が３月以上ある場合　　　　････減少後の平均値

※３－①　食堂、機能訓練室、浴室、医務室、面談室、調理室、洗濯室（又は洗濯場）、汚物処理室、介護材料室は、他の社会福祉施設等の設備を利用することにより効率的運営が可能であり、処遇上支障がない場合は、設けなくても可。
※３－②　空床利用型事業所、併設事業所の取扱い
	 空床利用型事業所
	・老人福祉法に規定する特別養護老人ホームの設備基準を満たすことで足りる。

	 併設事業所
	・併設本体施設の設備を利用することにより効率的運営が可能であり、処遇上支障がない場合は、当該併設本体施設の設備（居室を除く。）を指定短期入所生活介護の事業に用いることが可能。


